




















































































































































































































































































































































































































































10 また、 Aの所在が不明であるということは、証人尋問実施前に、 Aに対する個別の接触
をXが図っていないことをも意味しているから、 Aの証言が証人尋問の申請者である X側
にとって特に有利になるという可能性もないわけである。従って、差戻前控訴審の段階で
Aの証人尋問が実施されていれば、本件事実発生からの時間経過も少なかった以上、差戻
後控訴審が指摘するような、長期にわたる時間の経過による証言内容の信頼性の低下の可
能性もはるかに小きかった筈であり、差戻前控訴審の判断の誤りは、本件裁判を不必要に
長期化させ、事実関係の認定及び紛争解決をより困難とさせる原因の一環を構成したと評
価せざるを得ないものであるから、その社会的責任は、極めて重いというべきである。
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( 3 )立証の対象と立証責任
差戻後控訴審は、それまで本件で事実上主要な争点とされてきたXによる本件痴
漢行為の有無それ自体ではなく、 Yによる痴漢被害の虚偽申告が本件訴訟における
要件事実であるとして(前記2(5)1)、Xによる本件痴漢行為の事実を認定する
ことができなかったとしても、それだけではYによる虚偽申告が立証できたものと
は言えず、本件における証拠からはXが本件痴漢行為をしていないとも断定できな
いから、 Yによる虚偽申告があったとは認められないとして、結論としてXの損害
賠償請求を棄却した(前記2(5) 7)0すなわち、差戻後控訴審は、 Xが本件訴訟
において行うべき立証の対象を、 ryによる痴漢被害の虚偽申告」、具体的には、①
Xによる本件痴漢行為が存在しないこと、②YがXによる痴漢行為が存在しないこ
とを知っていたこと、の双方であるとし、本件における当事者の主張立証によって
は、①について、 A証言に照らしてXとYとの証言内容を比較検討すると、本件痴
漢行為があったとは言えないが、 A証言自体の信頼性からしてそれだけでは本件痴
漢行為がなかったとも言えない、として、①が完全に証明できていないと判示し、
①においてXによる本件痴漢行為がなかったと断言できない以上、②について、 Y
がXによる本件痴漢行為が存在しなかったことを知っていたということはできな
い、と判示し、①、②の双方について立証が尽くされていないと結論づけている
(前記2(5) 5、7)0 
不法行為に基づく損害賠償請求において、被害を受けたと主張する被害者側が、
加害者による故意過失及び違法性を立証しなければならないことは、一般論として
明らかであるo 本件の場合、 XはYの虚偽申告により逮捕、勾留され、損害を被っ
た旨主張しているわけであるから、理論上の建前からすれば、差戻後控訴審の判示
するとおり、「被害者Jであると主張する Xの側が、 Yの「故意過失Jに基づく
「違法性のある行為Jの存在を立証する必要があることとなり、結果として真偽不
明という状況となった場合には、これらの事実に係る立証責任がX側にあることか
ら、 XのYに対する損害賠償請求を棄却すべきである、との結論が導かれざるを得
ないこととなる o
しかしながら、差戻後控訴審は、本件における当事者の主張以外の証拠である A
の証言の価値を低く評価すると共に、本件痴漢行為の有無にかかる事実認定につい
て、本件痴漢行為が「存在した」か「存在していない」かという結論区分の聞に、
「存在したとも存在していないとも言えない」という新たな結論区分を設けること
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によって、 Aの証言との関係におけるX及びYの供述内容の信頼性を判断している
ことが明らかである o 民事裁判における事実認定は、両当事者の主張立証におい
て、証拠が優越することによりなされれば足りるものであり、差戻控訴審の考え方
に基づく結論区分を全ての事実認定に適用すると、当事者は、相手方との関係で証
拠が優越しているだけでは足りず、立証対象となる事実が「存在した」あるいは
「存在していなかった」ということを、「存在していたとも存在していないとも言え
ない」とする主張との関係で、優越的な証拠により証明しなければならないことと
なるが、これは、事実上、立証責任を負う側の当事者に、刑事訴訟における検察官
に要求される、「合理的な疑いを容れない程度の立証Jを求めるのと変わらないこ
ととなりかねない。そのような高度の立証を要求することが、不法行為法の基本的
理念とされている「被害者の救済」にとって、事実上の障害となることは明らかで
あるo
従って、 Aの証言との整合という観点から「本件痴漢行為があった言うことはで
きないJとの判断に達し、かつ、他の証拠も特に存在しないという本件の事情の下
においては、本件痴漢行為は、優越的な証拠により「存在しなかったJと判断され
ることとなるべきであるo なお、差戻後控訴審は、この判断と並行して、逮捕前後
における Xの言動が完全には一貫していないことを指摘し、 Xが本件痴漢行為を
行っていた疑いが否定できないと判断しているが(前記2(5)6)、これについて
は、当事者の供述の信頼性について論じた際に述べたとおり、逮捕前後の言動の一
貫性を当事者の主張の信頼性の指標とするのであれば、逮捕前後におけるXの言動
のみを検討することは平等で、なく、 Yが途中から捜査に非協力となったという事情
との比較検討を行ったうえで、両当事者の信頼性を含めた「証拠の優越Jを考えな
ければならないものと言うべきであるo この点において、差戻後控訴審の判断は、
民事裁判における立証対象と立証の程度に関して、妥当でないものを含んでいると
言わなければならない。
なお、本件においては、 Xの主張が fyの虚偽申告により逮捕、勾留されたこと
による損害の賠償」を求めているとされたことから、立証対象と立証責任との判断
が、建前上差戻後控訴審の判示するとおりとなっているわけであるが、仮に、本件
における損害賠償請求が、 fyが痴漢申告をしたことにより Xの名誉が致損された」
ということを理由としていた場合には、立証対象や立証責任の配分が大きく異なっ
てくるため、差戻控訴審の結論自体、維持されるとは限らなくなってくるo すなわ
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ち、名誉段損に基づく損害賠償請求においては、被害者は加害者によって自己の社
会的評価が低下させられたことを立証すれば足り、加害者の行為が免責されるため
の要件としての公共性、公益性、及び真実性ないし真実と信ずるに足りる相当の理
由の存在については、加害者側に立証責任があるとされているo これを本件につい
て適用してみると、「痴漢行為を行ったJとYが多数の通行人を含む公の場で公然
と摘示した事実は、疑いなく Xの社会的評価を低下させるものであるから、 Xに
とって必要な立証は、かかる事実が現実にあったことのみで足りることとなり、本
件においてXが逮捕、勾留されている以上、かかる事実があったことは明らかであ
るo 従って、犯罪行為を摘示することが、公共性、公益性の要件を一般的に充たす
と仮定したとしても、本件痴漢行為が存在したか否かの立証責任は、 xによる本件
痴漢行為を摘示したYの側にあると考えるべきこととなり、差戻後控訴審のような
結論区分を採用したとしても、 Yの免責を認めるためには、少なくとも Yが本件痴
漢行為があったと信ずるに足りる相当の理由が必要で、あることとなる九
本件における形式的な要件事実は、 Yによる不法行為に基づく Xの損害賠償請求
であり、その理由が「故意による虚偽申告」であるか、「痴漢行為の摘示による名
誉致損」であるかは、具体的な主張の問題であるから、本件における立証対象と立
証責任の配分については、差戻後控訴審の判示が唯一の解決ではない筈であり、他
の事件との均衡を含めた、慎重な検討が必要であるように思われる o
(未完)
(人文社会科学研究科准教授)
11 なお、本件においてXが逮捕、勾留されているという事実は、 Yによる痴漢被害の申告
があったために生じたことが明らかであるから、 Xが逮捕、勾留されたことに対して第三
者がXによる本件痴漢行為の存在を摘示した場合と異なり、本件における逮捕、勾留の事
実が、 Y自身の痴漢被害の申告に対する真実性ないし真実と信ずる相当の理由となること
はあり得ない。
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